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令和３年度財政援助団体等監査及び随時監査の結果に関する報告について 

 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定に基づき、令和３年度財

政援助団体等監査及び随時監査の結果に関する報告を次のとおり提出する。 
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第１ 監査の概要 

  

 １ 監査の目的 

   財政援助団体等監査は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項

の規定により、公金の適正な支出を担保することを目的として、補助金等交付団体の

出納その他の事務が適正かつ効率的に行われているか、出資、指定管理及び財政的援

助の目的に沿った事務運営が円滑に行われているか等について監査する。 

   あわせて、同条第１項及び第５項の規定により、随時監査として、本年度の財政援

助団体等監査の対象となった団体の所管部に対して、出資、指定管理並びに財政的援

助に関する事務手続が適正かつ効率的に行われているか、所管部の指導監督が適切に

行われているかなどについても監査する。 

 

２ 監査の対象 

今年度の監査の対象は、次のとおりとした。 

⑴  財政援助団体（補助金、交付金、負担金、貸付金、損失補償、利子補給その他の 

財政的援助を与えているもの） 

⑵  出資団体（資本金、基本金等の４分の１以上を出資している団体） 

⑶  公の施設の指定管理者（公の施設の管理を行わせている法人その他の団体） 

 

３ 監査実施団体 

監査実施団体及び所管部の一覧 

№ 団  体  名 区  分 所管部 

1 株式会社渋谷サービス公社 出資団体 総務部 

2 シブヤ・アロープロジェクト実行委員会 財政援助団体 危機管理対策部 

3 渋谷区商店会連合会 財政援助団体 区民部 

4 渋谷公会堂プロジェクトチーム 
指定管理者 

財政援助団体 
区民部 

5 ちがいをちからに共同事業体 
指定管理者 

財政援助団体 
スポーツ部 

6 社会福祉法人渋谷区社会福祉事業団 
指定管理者 

財政援助団体 

福祉部 

子ども家庭部 

7 社会福祉法人武蔵野療園 
指定管理者 

財政援助団体 
福祉部 
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8 社会福祉法人奉優会 
指定管理者 

財政援助団体 
福祉部 

9 株式会社やさしい手 指定管理者 福祉部 

10 特定非営利活動法人よりどりみどり 財政援助団体 福祉部 

11 特定非営利活動法人はらっぱ 財政援助団体 福祉部 

12 社会福祉法人あすみ福祉会 財政援助団体 子ども家庭部 

13A 株式会社ウィッシュ 財政援助団体 子ども家庭部 

13B 
株式会社ポピンズ（一部園を令和３年４月株式会社

ウィッシュから吸収分割により承継） 
財政援助団体 子ども家庭部 

14 株式会社 Edulead 財政援助団体 子ども家庭部 

15 社会福祉法人遍照会 財政援助団体 子ども家庭部 

16 特定非営利活動法人ワーカーズコープ 財政援助団体 子ども家庭部 

17 ぬくもりのおうち保育株式会社 財政援助団体 子ども家庭部 

18 特定非営利活動法人東大駒場保育の会 財政援助団体 子ども家庭部 

19 株式会社 global child care 財政援助団体 子ども家庭部 

20 社会福祉法人恩賜財団母子愛育会 財政援助団体 子ども家庭部 

21 学校法人三幸学園 財政援助団体 子ども家庭部 

22 株式会社みんなの保育園 財政援助団体 子ども家庭部 

23 渋谷区私立幼稚園連合会 財政援助団体 子ども家庭部 

24 株式会社東急コミュニティー 
指定管理者 

財政援助団体 
都市整備部 

 

４ 監査の期間 

   令和３年８月５日（木）から令和４年３月４日（金）まで 
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５ 監査対象範囲 

⑴  財政援助団体等監査 

令和２年度及び令和３年度に渋谷区が行った財政援助団体に対する財政的援助（ 

補助金、交付金、負担金、貸付金、損失補償、利子補給その他の財政的援助をい

う。）の出納、精算その他これに関連する事務並びに出資団体及び指定管理者に係

る事務。ただし、必要があると認めたときは、他の年度に及ぶものとした。 

 

⑵  随時監査 

本年度の財政援助団体等監査の実施団体（当該団体に対する財政的援助と同一の

根拠に基づき財政的援助を受けている団体を含む。）等に対し、渋谷区が交付した、

又は交付する財政的援助について交付申請の収受から交付決定、精算に至るまでの

事務並びに出資団体及び指定管理者に関する事務。ただし、必要があると認めたと

きは、他の年度に及ぶものとした。 

 

６ 監査の方法 

  実施団体ごとの事業実態等を踏まえた上で、実施団体及び所管部に対して、試査の

方法により、書類審査、関係者への質問等を行った。その際、一部の監査実施団体に

ついては、公認会計士の専門的知見を活用した。 

 

７ 監査の着眼点 

   財政援助団体等監査及び随時監査の着眼点は、次のとおりである。 

⑴  財政援助団体 

ア 団体 

(ｱ) 事業計画書、予算書及び決算書その他の関係書類と所管部へ提出した交付申 

請書、実績報告書等は符合するか。 

(ｲ) 補助金交付申請から実績報告までの手続は、適切に行われているか。 

(ｳ) 補助金等に係る収支の会計経理は適正に行われているか。 

イ 所管部 

(ｱ) 補助金等の交付額の算定、交付方法、時期、手続等は適正か。 

(ｲ) 補助金等の効果及び条件の履行の確認は、実績報告書等により行われている 

か。 

(ｳ) 財政援助団体への指導監督は適切に行われているか。 
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⑵  出資団体 

ア  団体  

(ｱ) 定款、経理規程等の諸規程は整備されているか。 

(ｲ) 設立目的（出資目的）に沿った事業運営が行われているか。 

(ｳ) 財務諸表等は法令等に準拠して作成されているか。 

(ｴ) 事業成績、財政状況は適正に財務諸表等に表示されているか。 

     (ｵ) 経営成績及び財政状態は良好か。 

(ｶ) 会計経理及び財産管理は適切か。 

イ 所管部 

(ｱ) 出資者としての権利行使は適切に行われているか。 

(ｲ) 出資団体の経営成績及び財政状態を把握し、適切な指導監督を行っているか。 

 

⑶  公の施設の指定管理者 

ア 団体 

(ｱ) 協定等に基づく義務の履行は適切に行われているか。 

(ｲ) 公の施設の管理に係る収支会計経理は適正になされているか。 

(ｳ) 公の施設の管理に係る管理規程、経理規程等の諸規程は整備されているか。 

イ 所管部 

(ｱ) 指定管理者の指定手続は、適正・公正に行われているか。 

(ｲ)  管理に関する協定等は適正に行われているか。 

(ｳ) 事業報告書の点検は適切に行われているか。 

 

第２ 監査の結果 

 １ 概要 

監査実施団体のうち、財政援助団体及び出資団体に係る出納その他の事務処理及び

諸帳簿、関係書類の作成管理並びに所管課における財政的援助等の申請の収受、審査、

交付、精算等の手続及び内容等については、一部に事業運営の在り方について改善す

べき点は見受けられるものの、おおむね適正に行われていると認められた。 

しかし、公の施設の指定管理者、特に、共同事業体方式により運営されている施設

の管理運営団体に係る会計処理については、改善すべき点が見受けられた。 

なお、いずれも、諸帳簿、関係書類等における軽微な過誤については、口頭により

指導を行った。 

 

（注１） 本報告書においては、次のような略語を使用している部分がある。 
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株式会社：（株） 

（注２）  本報告書における財政援助等の金額は、特に記載がない限り、令和２年度 

の数値である。 

  

２ 団体別の監査の結果 

⑴ 株式会社渋谷サービス公社 

ア  事業の概要 

(ｱ)  本社：東京都渋谷区 

(ｲ)  団体の目的：次の事業を行うことを目的としている。 

（公共施設の管理、運営／建物の管理／健康・スポーツ・文化・芸術等事

業の企画、運営／住民異動届出窓口事務等に関する業務／区民生活情報の収

集及び提供／警備業法に基づく警備業／労働者派遣事業／民営職業紹介事業

／コーヒー、食品の製造、加工及び販売／飲食店経営／雑貨、衣料品の製造

及び販売／上記各号に付帯する一切の業務） 

   イ 財政援助等の内容 

出資金 60,000,000円（渋谷区は、平成２年４月から６月まで及び平成７年に

発行された発行済株式の 1,200 株全株を有している。） 

ウ 監査の結果 

会計処理については、おおむね適切に行われていた。ただし、規程類について

は、例えば、経理規程内規において、固定資産の減価償却の方法として定額法と

記載されているが、注記においては、定率法と記載されている等、業務との整合

性が取れていない部分が散見されたので、改正するよう指導した。 

     なお、新たに「営業企画部」を設置し、自主事業の拡大に向け、活動している。 

その努力は評価すべきものと考える。 

      

⑵  シブヤ・アロープロジェクト実行委員会 

ア 事業の概要 

(ｱ) 事務局：危機管理対策部防災課 

(ｲ) 団体の目的：シブヤ・アロープロジェクト実行委員会（以下「実行委員会」

という。）規約によると、実行委員会は、災害時における帰宅困難者の渋谷

区内一時退避場所への安全な避難行動を実現し、及び当該一時退避場所を来

街者に向け効果的に周知するため、一時退避場所に誘導するための矢印型の

アート（以下「矢印アート」という。）の設置を推進し、もって渋谷区の帰  

宅困難者対策の一助を担うことを目的として、次に掲げる事業を行っている。 
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（帰宅困難者を安全に避難誘導するための矢印アートの製作及び設置の委 

託に関すること／矢印アートその他のシブヤ・アロープロジェクトに係る製 

作物の保管及び維持管理に関すること／関係機関、関係団体等の連絡調整に 

関すること／その他上記の目的を達成するために必要と認められること） 

イ 財政援助等の内容 

      財政状況の推移                       単位：円 

年度 予算額 交付額 執行額 戻入額 備考 

平成30年度 2,207,253 2,068,443 2,068,443 0 

平成 29 年度戻入

金額同額分の交

付申請があり、

同額を交付決定 

平成31年度 19,180,054 19,030,000 19,030,000 0  

令和２年度 32,362,090 32,362,000 30,712,097 1,649,903  

ウ 監査の結果 

平成２９年 6 月の事業開始から財政援助団体等監査を実施しておらず、かつ、 

地方自治法第２３６条第１項の規定により金銭債権が５年間の時効消滅になっ 

ていなかったので、同月に遡って、書類監査を実施した。その結果、団体側に 

おける補助金及びその他の事務の執行は、おおむね適正に行われていた。ただ 

し、次の点については、意見を述べる。 

まず、収支予算書と収支決算報告書の項目が一致していない例が見受けられ

た。今後は、収支予算書の項目と収支決算報告書の項目を一致させるよう指導

した。 

次に、実行委員会が策定したシブヤ・アロープロジェクト実行委員会規約（ 

以下「規約」という。）及びその運用については、第１に、１０団体の代表者を 

委員としているが、一部、代表者でない者が参加して運営されていた。規約の 

規定が現実にそぐわなければ当該規定を改正するように指導した。第２に、実 

行委員会の議事録が作成されていなかったので、後日、検証できるようにする 

ため、作成するよう指導した。第３に、規約中に、委員長があたかも「充て職」 

であるかのような規定があり、また、「委員長は、～区長が委嘱する。」等の規 

定があるが、いわゆる実行委員会方式である以上は、自らが委員長を選任する 

旨の規定に改めるよう指導した。 

以下、この負担金交付事業に係る所管部であり、かつ、実行委員会の事務局

でもある危機管理対策部に対する随時監査について、意見を述べる。 

      まず、第１に、この負担金は、交付要綱がなく区長決裁により交付している。

交付要綱がない場合は、事業実施原議の決裁を受けてから負担金交付の支出原
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議の決裁を受けることになっているが、事業実施原議の決裁を受けていなかっ

たので、改めるよう注意した。第２に、収支決算報告書の「事務局費」という

項目は、実行委員会と委託事業者との間で締結している契約に基づく費用であ

って、実行委員会の事務局であり、かつ、所管課である防災課に係る費用と誤

解を招く可能性があるので項目名を変更するよう指導した。第３に、収支決算

報告書に監事の記名、押印があったが、内部監査するのが監事の役割であるた

め、今後は、団体に対し、別途、内部監査報告書を提出させるよう注意した。

第４に、収支計画書及び収支報告書の「広報費」の内容が、収支計画書では

「アプリ更新費」、収支報告書では「アプリ制作費」となっており、支出金額も

２倍以上となっていた。大きく内容や金額が異なる場合は、理由書の類を徴取

するよう指導した。第５に、所管課において、実行委員会から領収書の提出を

受け、決算書と照合し、適正に執行されているか確認する必要があるがされて

いなかったので、適正に処理するよう指導した。 

次に、平成３０年度の定期監査において、本件負担金交付事業に係る要綱制 

定を指導していたが、制定していなかった。文書実務上は、交付要綱を制定せ 

ずとも、区長決裁で交付することができる。しかし、補助金等は、「公益上の必 

要性」に基づき、公金から対価なく無償で交付するものであるから、十分な検 

討の上に、交付すべきものである。十分な検討、検証をするためには、補助の 

対象事業や対象経費が特定されているべきであり、監査委員としては、従前か 

ら、少なくとも毎年度継続して交付するものについては、交付要綱を制定する 

よう指導している。再度、策定するよう指導し、所管部からは、交付要綱を制 

定する方向で検討する旨の回答を得ている。 

さらに、この負担金交付事業において採用するいわゆる「実行委員会方式」 

については、後述の総括意見において監査委員としての意見を述べるとして、

ここでは、アーティストに対する委託金額の決定について述べる。アートに対

する評価は、それを鑑賞する個人の感性によるところが大きい。しかし、その

成果物を作成したアーティストに対する委託金の支払については、税金を原資

とするものであり、その金額については、透明性、客観性、妥当性が必要であ

り、この観点からは、常に施策の有効性についての検証が必要であるので、事

業の費用対効果について、つまびらかにし、作品そのもの、それから、作品の

目的については言うに及ばず、区民の理解が得られるよう、その経費について

も、同様に、公開するよう指導した。 

      なお、アロープロジェクトの成果物の著作権については、現在、アーティス

トが保有しており、実行委員会が利活用しているが、将来、区が有効に利活用
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できるよう、速やかに課題を整理し、対応するよう指導した。 

 

⑶  渋谷区商店会連合会 

ア 事業の概要 

渋谷区商店会連合会は、商店街同士及び大型店と商店街との密接な連絡を取り 

    合い、数多くの行事を通じ親睦を図るとともに、このような活動を通して、商店 

    街の活性化を促進し、経済発展の助けとなることを目的とした商業者団体である。 

イ 財政援助等の内容 

渋谷商店会連合会補助金                         83,500,000円 

       （優良商店主表彰：100,000円、ホームページ改修事業：2,300,000円、 

      新型コロナウイルス感染拡大防止のための支援事業：75,000,000円、渋谷 

区商店会連合会事務室改修工事事業：1,500,000 円、人件費：4,600,000 円） 

ウ 監査の結果 

     補助金に係る出納その他の事務の執行については、おおむね適正に処理されて 

いた。 

以下、所管部である区民部に対する随時監査について、意見を述べる。まず、 

    商店街共同施設維持管理費補助金については、実査日現在において、実績報告書 

が未提出の団体が１団体あった（令和３年１０月１８日に提出確認）。また、出 

納閉鎖日までに提出できなかった団体のうち、１８件１，３０６，４４６円の返 

還金が発生し、雑入として処理している。実績報告書の提出は会計年度終了後速 

やかに行うこととなっているので、適切に処理するよう指導した。次に、商店街 

等イベント事業補助金については、補助事業完了後、速やかに補助事業実績報 

告書を提出すべきことになっているが、令和２年５月３０日に実施した事業の 

実績報告が令和３年５月２４日付けで提出されていた。事業完了後、速やかに 

提出させるよう指導した。 

 

⑷  渋谷公会堂プロジェクトチーム 

ア 事業の概要 

          株式会社アミューズ、ＬＩＮＥ株式会社、株式会社パシフィックアートセンター

で構成される共同事業体で、渋谷公会堂の指定管理者として、平成３１年２月１

日から、渋谷公会堂の施設管理、運営等を行っている。 

イ 財政援助等の内容 

(ｱ)    公の施設の指定管理者関係 

        ・ 指定管理施設：渋谷公会堂 
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・ 指定管理期間：平成 31年 2月 1日から令和 11年 3月 31日まで（約 10年 

間） 

・ 指定管理料：なし 

(ｲ)  区の補助金 

・ 指定管理事業施設運営支援金（区長決裁） 102,200,000円 

・ 指定管理事業施設運営補填金（区長決裁）  51,108,723円 

ウ 監査の結果 

公の施設の管理運営は、目的に沿って、適切に行われていた。ただし、次の点

について、意見を述べる。第１に、会計処理及び財産管理については、各構成団

体とも社内業務についての経理規程や業務マニュアルを有するが、プロジェクト

チームとして業務を行うための統一された規程やマニュアルが作成されておらず、

改善の余地がある。第２に、収支報告書の具体的な作成方法が明示されていない

中、プロジェクトチームとしても作成方針を設けていないため、類似の指定管理

業務の収支報告書との比較は困難である。また、プロジェクトチームが変われば

作成方針も変わる可能性があり、期間比較が困難となる。第３に、指定管理期間

終了時に、繰越欠損金の残高がある場合、誰が負担するのかについて協定書に明

記されていない。また、令和３年３月末現在で運転資金として指定管理者の代表

企業から無利子で、累計約９千万円の借入金を調達しているが、指定管理期間終

了時に借入金がある場合の負担責任を明確にするため、指定管理者との間に覚書

等の締結を検討するよう指導した。第４に、プロジェクトチームと区との間で行

っている会議の議事録が作成されていなかったので、作成するよう指導した。第

５に、基本協定書では、年１回以上行うべき業務の遂行についての利用者アンケ

ート等による自己評価及びその報告を行っていなかった。今後は、協定書にのっ

とり、指定管理者が利用者アンケートを必ず実施し、自己評価を行い、その結果

を区に報告させるよう指導した。 

     以下、所管部である区民部に対する随時監査について、意見を述べる。基本的 

に、適切な事務処理及び団体に対する十分な指導監督がなされていなかったと思 

料する。 

まず、第１に、各年度の共同事業体の構成団体間の年度協定に、構成団体３社 

の利益分配比率、損失負担比率が規定されていることを確認したので、今後は、 

所管部においても把握しておくよう指導した。第２に、平成３１年１月３０日付 

けで基本協定を締結しているにもかかわらず、同年３月１日付け担当部長決裁で

仕様の概要しか定めておらず、令和元年１０月に渋谷公会堂を開設され、令和２

年９月１５日付け担当部長決裁で初めて、仕様書が確定し、提出されていた。令
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和元年１０月の開設時点で仕様書の概要しか定めていない時点で、仕様書につい

て意思決定がされず、正式に示されないまま業務が開始されていた。これは、仕

様書について規定されている基本協定書の規定に反していた。今後、仕様の変更

があった場合においても、決裁をした上、仕様書を提示するよう指導した。第３

に、基本協定書では、再委託をする場合は、その旨を区に通知することになって

いる。再委託先の通知は、毎年度提出すべき事業計画書に業務と再委託先を記載

して行うとのことであったが、今後、区が再委託先を承認するよう改正を指導し

た。第４に、事業報告書及び月次報告書の記載事項として義務付けられている事

項のうち、記載されていないものが見受けられた。今後は、協定書で求める記載

事項を記載し、供覧するよう指導した。第５に、基本協定書では、年１回以上行

うべき業務の遂行についての利用者アンケート等による自己評価及びその報告を

行っていなかった。今後は、協定書にのっとり、指定管理者が利用者アンケート

を必ず実施し、自己評価を行い、その結果を区に報告させるよう指導した。第６

に、この基本協定に係る契約は、渋谷区公契約条例（平成２４年区条例第３２号）

第５条及び同条例施行規則（平成２４年区規則第７２号）第３条の規定から「公

契約」であることは明らかであるにもかかわらず、所管部は、指定管理者から公

契約条例が適用される指定管理者が契約する予定価格が１千万円以上の清掃業務

に関する契約が存在しない旨回答を得ていたが、その後指定管理者に必要書類を

提出してもらうなどして確認していなかったため、本来ならば、適用対象となる

契約について、条例の適用をしていなかった。結果として、東京都の最低賃金を

上回る賃金が再委託先の労働者に支払われていたものの、今後は、再委託先の労

働者の給与明細、指定管理者と再委託先との契約書、見積書等を確認の上で、指

定管理者と認識を共有し、条例、規則を遵守し、業務を行うよう指導した。 

         次に、協定書には、共同事業体としてとるべき会計基準が定められていない。 

また、収支報告書の提出について条文上触れられているものの、区における他の 

指定管理者との協定には見られる「会計の独立」、すなわち、管理業務遂行に係 

る経費の収支について指定管理者が自ら営む他の事業の会計から独立して行わな 

われておらず、また、どのような会計基準に基づき会計処理を行うか、日常の会 

計帳簿の記入方法（複式簿記によるのか単式簿記によるのか）についても取決め 

がなされていなかった。このように、共同事業体としての会計の方針について明 

確でない面があるため、協定書に規定するよう指導した。会計処理については、 

改めて、後述の総括意見において、監査委員としての意見を述べる。 

     いずれにしても、基本協定書については、見直しを図るよう指導した。 

さらに、指定管理事業施設運営支援金に係る「ＬＩＮＥ ＣＵＢＥ ＳＨＩ 
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ＢＵＹＡ（渋谷公会堂）指定管理業務に係る補助金交付について」（令和３年

３月３１日付け区長決裁）及び指定管理事業施設運営補填金に係る「ＬＩＮＥ 

ＣＵＢＥ ＳＨＩＢＵＹＡ（渋谷公会堂）指定管理業務に係る補助金交付につ

いて」（令和３年３月３１日付け区長決裁）の両決裁とも、どのくらい公演を

予定していて、コロナ禍で中止になった結果、逸失利益がどのくらいになった

のかというプロセスが添付書類に示されておらず、必ずしも明確ではなかっ

た。そのため、今後は必要書類を添付するよう指導した。 

       

⑸ ちがいをちからに共同事業体 

ア 事業の概要 

   「ちがいをちからに共同事業体」は、株式会社ティップネス、株式会社ハリ 

マビステムで構成される共同事業体で、スポーツセンター、代々木西原公園庭 

球場、代々木大山公園運動場、二子玉川区民運動施設の指定管理者として、平 

成３０年４月からスポーツ施設の施設管理、運営等を行っている。 

イ 財政援助等の内容 

(ｱ)  公の施設の指定管理者関係 

    ・  指定管理施設：スポーツセンター 

代々木西原公園庭球場 

代々木大山公園運動場 

二子玉川区民運動施設 

・ 指定管理期間：平成30年4月1日から令和5年3月31日まで（5年間） 

・ 指定管理料：245,898,503円 

     (ｲ) 区の補助金 

       指定管理事業施設運営支援金（区長決裁）       4,120,000円 

ウ 監査の結果 

     公の施設の管理運営は、目的に沿って、適切に行われていた。ただし、次の点

について、意見を述べる。第１に、第三者評価の結果、評価が低かった点につい

ては、後日、改善案を提出するよう指導した。第２に、修繕関係等に関する打合

せについて、議事録が作成されていなかったので、作成するよう指導した。第３

に、各構成団体は、社内業務についての経理規程やフローチャートを有するが、

共同事業体としての業務を行うための統一された規程やフローチャートを作成し

ていなかったため、作成するよう指導した。 

     以下、所管部であるスポーツ部に対する随時監査について意見述べる。まず、 

第１に、基本協定書において提出義務のある「本業務の収支状況」を記載する利 

用実績報告書（月次報告書）が提出されていなかったが、現実的には困難である 
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との回答が所管課からあったので、基本協定書を見直すよう指導した。第２に、 

区から収支報告書の具体的な作成方針が明示されていない中、各構成団体とも複 

式簿記による企業会計基準を適用しているため、区の所管部と相談しつつ、毎期 

の収支報告書を作成していた。これにより、期によって同じ費用が異なる勘定科 

目に計上されるなど、前期実績との比較、予算との比較が困難な収支報告書とな 

っていた。今後は、指定管理者に提出を求める書類の、内容、内訳、積算根拠等 

を十分吟味・精査し、指定管理者から提出される書類の透明性を図るよう指導し 

た。第３に、毎会計年度終了後６０日以内（５月末まで）に提出すべき事業実績 

報告書が収受されたのが令和２年８月２０日であったので、期限までに提出させ 

るよう指導した。第４に、基本協定書において、年１回必ず専門評価機関等によ 

る第三者評価を受け、その結果及び業務改善の状況について報告するものとされ 

ているが、指定管理者からコロナ禍により実施できなかったとの報告を受けたの 

みで、協議記録は残していないとのことであったため、今後は、基本協定書の規 

定外のことが生じた場合には、書面による記録を残すよう指導した。第５に、指 

定管理事業施設運営支援金について、補助金等交付申請書のあて名が、まだ令和

３年度になっておらず、組織改正がなされていないのに、渋谷区長あてとなって

いたので、注意した。第６に、基本協定書等の締結に係る決裁原議に「構成団体」

を、団体と区との間の基本協定書等に「二団体の役割分担」を記載するよう指導

した（規定がなくとも、二団体間の協定書の内容を把握していればよい。）。 

次に、会計処理については、基本協定書の規定に反し、「他の経理から区分」

がされておらず、独立した「帳簿等」も整備されていなかった。会計処理につい

ては、改めて、後述の総括意見において、監査委員としての意見を述べる。 

 

⑹   社会福祉法人渋谷区社会福祉事業団 

ア 事業の概要 

        多様な福祉サービスがその利用者の意向を尊重して総合的に提供されるよう創

意工夫することにより、利用者が個人の尊厳を保持しつつ、心身ともに健やかに

育成され、又はその有する能力に応じ自立した日常生活を地域社会において営む

ことができるよう支援することを目的として、次の社会福祉事業等を行っている。 

      (ｱ) 第一種社会福祉事業（特別養護老人ホ－ムの経営／母子生活支援施設の経営

／授産施設の経営） 

     (ｲ)  第二種社会福祉事業（老人デイサービスセンターの経営／老人短期入所事業

の経営／障害福祉サービス事業の経営／保育所の経営／地域子育て支援拠点事

業の経営／一時預かり事業の経営） 

(ｳ) 公益を目的とする事業（居宅介護支援事業／地域包括支援センターの経営
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／高齢者支援事業／渋谷区立新橋作業所の経営） 

         イ 財政援助等の内容 

(ｱ) 区の出資金（基本金） 5,000,000円（平成６年４月１日出資） 

(ｲ) 区の補助金 

a    福祉部管理課所管分 

   社会福祉法人渋谷区社会福祉事業団運営補助金     105,296,305円 

（人件費：70,915,839 円、事務費支出：15,236,155 円、支払利息支

出：830,467 円、ファイナンス・リース債務の返済支出：8,313,844 円、

積立資産支出：10,000,000円） 

ｂ 子ども家庭部保育課所管分                                 

   渋谷区保育士等キャリアアップ補助金          50,210,000円 

               （神宮前あおぞらこども園：12,418,000 円、本町きらきらこども 

園：12,605,000円、恵比寿のびのびこども園：12,524,000円、本町そ 

よかぜこども園：12,663,000円） 

渋谷区保育従事職員宿舎借上げ支援事業補助金      41,617,000円 

           （神宮前あおぞらこども園：11,402,000 円、本町きらきらこども 

園：6,227,000円、恵比寿のびのびこども園：7,874,000円、本町そよ 

かぜこども園：6,230,000円、神宮前保育園にじ：1,077,000円、西原 

保育園ゆめ：8,807,000円） 

   渋谷区保育サービス推進事業補助金             26,470,000円 

           （神宮前あおぞらこども園：7,334,000 円、本町きらきらこども園：

7,000,000 円、恵比寿のびのびこども園：6,656,000 円、本町そよかぜ

こども園：5,480,000円、） 

  渋谷区保育所等における児童の安全対策強化事業補助金  2,770,000円 

             （神宮前あおぞらこども園：569,000 円、本町きらきらこども園： 

              555,000円、恵比寿のびのびこども園：525,000円、本町そよかぜこど 

         も園：555,000円、神宮前保育園にじ：225,000円、西原保育園ゆめ 

341,000円） 

    ウ 監査の結果 

公の施設の管理運営は、目的に沿って、適切に行われていた。ただし、次の点

について、意見を述べる。第１に、法人の経営成績は、コロナ禍の影響により悪

化している。収益は、東京都から新型コロナウイルス感染症関連の支援補助金の

交付を受けて前年度を上回ったが、費用も人件費や事務費の増加により前年度を

上回り、当期活動増減差額（当期純利益）はマイナスとなった。第２に、「修繕積
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立金」、「寄付金積立金」、「人件費積立金」、「その他の積立金」の４種類の積立金

を計３９８百万円計上している。これらは、理事会で適正に承認されていたが、

具体的な内容と金額の根拠を示す資料を作成しておくことよう指導した。また、

「その他の積立金」は、法人の任意積立金の総称であるので、具体的な積立金の

内容を示す名称を付けるよう指導した。第３に、小口現金については、金庫内に、

寄付を受けた子供服を売却して得た金銭が封筒に入っており、会計上未処理であ

った。雑入として処理するよう注意した。第４に、定款に規定のある事業計画及

び予算に関する監査について、監事から口頭で完了した旨を確認し、請求書をも

って報酬を支払っているとの説明を受けた。今後は、何らかの履行の確認できる

書類を作成するよう注意した。 

以下、⑹に関する所管部である福祉部に対する随時監査について意見を述べる。 

社会福祉法人渋谷区社会福祉事業団運営補助金について、要綱に、事業団の運営 

に要する経費の配分を変更しようとするときは区長の事前承認が必要とされてい 

るが、令和２年１２月１５日付け区長決裁で交付額の変更決定がされているにも 

かかわらず、決裁文に変更交付の根拠が記載されていなかったので、次回以降記 

載するよう注意した。 

 

⑺ 社会福祉法人武蔵野療園 

ア 事業の概要 

    (ｱ) 本部：東京都中野区   

 (ｲ) 団体の目的：多様な福祉サービスがその利用者の意向を尊重して総合的に

提供されるよう創意工夫することにより、利用者が、個人の尊厳を保持しつ

つ、自立した生活を地域社会において営むことができるよう支援することを

目的として、次の社会福祉事業を行っている。 

第一種社会福祉事業：特別養護老人ホーム、軽費養護老人ホームの経営、

第二種社会福祉事業：老人短期入所施設、老人デイサービスセンターの経    

営等など 

   イ 財政援助等の内容 

(ｱ) 公の施設の指定管理者関係 

a  渋谷区けやきの苑・西原特別養護老人ホーム 

・ 指定管理期間：平成 29年 4月 1日から令和 4年 3月 31日まで（5年間） 

・ 指定管理料：0円（管理経費は利用料金で賄う。） 

・ 指定管理施設における利用料金制（※１）の採用の有無：あり 

（※１）利用料金制 

公の施設の使用料について指定管理者の収入とすることができる制度。利
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用料金は、条例で定める範囲内で、指定管理者が地方公共団体の承認を受

けて定める（地方自治法第２４４条第８項・第９項）。 

       b 渋谷区けやきの苑・西原高齢者在宅サービスセンター 

（ショートステイ）（デイサービス（一般型・Ａ型(※２)・認知型・若年性 

認知型） 

             (※２) 生活支援総合事業、デイサービス（Ａ型） 

平成２７年度の介護保険法改正により介護予防・日常生活支援総合事業

（総合事業）が創設され、従来の介護予防通所介護サービスが総合事業に

移行することとなった。渋谷区では平成２８年４月から総合事業を開始し、

これまでどおりの国基準のサービスのほかに、区が独自に定めた緩和した

基準によるサービス（通所型サービスＡ）を実施して利用者負担の軽減を

図っている。 

・ 指定管理期間：平成 29年 4月 1日から令和 4年 3月 31日まで（5年間） 

・ 指定管理料：0円（管理経費は利用料金で賄う。） 

・ 指定管理施設における利用料金制の採用の有無：あり 

    (ｲ) 区の補助金 

      渋谷区介護職員宿舎借り上げ支援事業助成金         607,000円 

      渋谷区介護施設利用者等に対するＰＣＲ検査等経費補助金    25,300円 

      渋谷区介護事業者持続化給付金              1,000,000円 

    ウ 監査の結果      

公の施設の管理運営は、目的に沿って、適切に行われていた。ただし、特別養

護老人ホーム及び高齢者在宅サービスセンターの指定管理については、協定書に

定める事業計画書及び業務実績報告書の提出について、月次報告のうち「本業務

の収支状況」が区へ提出されていなかった。今後は、適正に処理するよう指導し

た。 

 

⑻  社会福祉法人奉優会 

ア 事業の概要 

    (ｱ) 本部：東京都世田谷区 

(ｲ) 団体の目的：多様な福祉サービスがその利用者の意向を尊重して総合的に提 

  供されるよう創意工夫することにより、利用者が、個人の尊厳を保持しつつ、

自立した生活を地域社会において営むことができるよう支援することを目的と

して、次の社会福祉事業等を行う。 

ａ 第一種社会福祉事業（特別養護老人ホ－ムの経営／軽費老人ホームの経営） 

ｂ 第二種社会福祉事業（老人短期入所事業の経営／老人デイサービスセンタ
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ーの経営／老人居宅介護等事業の経営／老人福祉センターの経営／認知症対

応型老人共同生活援助事業の経営／小規模多機能型老人共同生活援助事業の

経営／生活困難者に対する相談支援事業の経営／複合型サービス福祉事業の

経営／子育て援助活動支援事業の経営） 

         ｃ 公益を目的とする事業（居宅介護支援事業／地域包括支援センターの経営 

／敬老館の経営／高齢者住宅生活協力員業務の経営／配食サービス事業の経 

営／港区立高輪区民センター運営事業の受託経営／コミュニティカフェ事業 

の経営／事業所内保育事業の経営／無料職業紹介事業の経営／一般介護予防 

事業の経営） 

     イ 財政援助等の内容 

        (ｱ) 公の施設の指定管理者関係 

ａ  総合ケアコミュニティ･せせらぎ地域密着型特別養護老人ホーム 

指定管理期間：平成 29年 4月 1日から令和 4年 3月 31日まで（5年間） 

指定管理料：事業経費は指定管理者が収入した利用料等をもって賄う 

        ｂ 総合ケアコミュニティ･せせらぎ高齢者在宅サービスセンター 

          指定管理期間：平成 29年 4月 1日から令和 4年 3月 31日まで（5年間） 

          指定管理料：12,600,000円 

ｃ ひがし健康プラザ高齢者在宅サービスセンター 

指定管理期間：平成 29年 4月 1日から令和 4年 3月 31日まで（5年間） 

         指定管理料：事業経費は指定管理者が収入した利用料等をもって賄う 

         ｄ ケアステーション笹幡高齢者在宅サービスセンター 

          指定管理期間：平成 29年 4月 1日から令和 4年 3月 31日まで（5年間） 

           指定管理料：事業経費は指定管理者が収入した利用料等をもって賄う 

     (ｲ)  区の補助金  

       渋谷区介護施設利用者等に対するＰＣＲ検査等経費補助金   561,000円 

渋谷区介護事業者持続化給付金             1,000,000円 

   ウ  監査の結果 

      公の施設の管理運営は、目的に沿って、適切に行われていた。ただし、せせ 

らぎ高齢者サービスセンターに係る第三者評価については、基本協定書に令和 

２年度に必ず専門評価機関等による第三者評価を受け、その結果及び業務改善 

の状況について区に報告すべき旨の規定がある。実施済みとの説明を受けたが、 

区へ報告していなかった。今後は、適正に処理するよう指導した。 

 

⑼ 株式会社やさしい手 

ア 事業の概要 
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    (ｱ) 本社：東京都目黒区 

    (ｲ) 団体の目的：次の事業を行うことを目的としている。 

（介護サービスに関する業務／健康、生活、福祉及び介護の相談に関する業

務／介護機器及び介護用品並びに医療機器の販売斡旋・レンタル／移動入浴車

による入浴サービス業務／介護者に対する研修、講習、教育に関する業務／高

齢者等に対する食事の提供及び配食に関する業務など４７事業） 

    イ 財政援助等の内容 

(ｱ) 公の施設の指定管理者関係 

ａ 指定管理施設：渋谷区ケアコミュニティ・原宿の丘高齢者サービスセンタ 

ー 

ｂ 指定管理期間：平成 29年 4月 1日から平成 34年 3月 31日まで（5年間） 

ｃ 指定管理料：0円（管理経費は利用料金で賄う。） 

ｄ 指定管理施設における利用料金制の採用の有無：あり 

   ウ 監査の結果 

公の施設の管理運営は、目的に沿って、おおむね適切に行われていた。ただし、 

次の点について、意見を述べる。第１に、基本協定書により、再委託は、区の事 

前承認を受けた場合のみ認められるが、給食業務委託については、令和２年４月 

１日付けで委託事業者との間で締結された委託契約の区への承認申請は同年８月 

４日付けでなされており、事前承認は受けていなかった。第２に、基本協定書に 

より、毎会計年度終了後６０日以内（５月末まで）に区に提出しなければならな

い事業実績報告書が同年１０月２０日付けで提出されていた。第３に、基本協定

書において、少なくとも年１回実施することと規定されている利用者アンケート

は、令和３年２月に実施されていたが、その結果を区に報告していなかった。第

４に、第三者評価について、基本協定書において、令和２年度に必ず専門評価機

関等による第三者評価を受け、その結果及び業務改善の状況について区に報告す

ることとなっているが、コロナ禍の影響で、実施することができなかった。速や

かに実施するよう指導した。 

      

以下に、⑺～⑼に関する所管部である福祉部に対する随時監査について、意

見を述べる。各施設の基本協定書において定めている利用実績報告書の提出並

びに利用者アンケートの結果及び業務改善状況の報告がされていない団体があ

った。今後は、協定書の精査を含め、適正に処理するよう指導した。 

 

⑽ （認定）特定非営利活動法人よりどりみどり 
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   ア 事業の概要 

(ｱ)  主たる事務所：東京都渋谷区 

(ｲ)  団体の目的：障害福祉サービス事業を行い、障害者が地域社会で安心して生

活するための支援、並びに能力を開発し働く機会を拡充することにより当事者

の望む自立生活に寄与し、ノーマライゼーション社会の実現を目的として、保

健、医療又は福祉の増進を図る活動、障害者総合支援法に基づく障害福祉サー

ビスなど、８事業を運営している。 

(ｳ) 補助対象事業所の種類：就労継続支援（Ｂ型）事業所（障害者総合支援法に

基づく指定障害福祉サービス） 

(ｴ)   事業所の名称：みどり工房、みどり食堂 

   イ   財政援助等の内容 

渋谷区精神障害者支援事業運営費等補助金        12,828,500円 

ウ  監査の結果 

補助金に係る出納その他の事務の執行については、おおむね適正に処理され 

ていた。 

 

⑾ 特定非営利活動法人はらっぱ 

ア 事業の概要 

(ｱ)  主たる事業所：東京都渋谷区 

(ｲ)   団体の目的：広く一般市民を対象にして、精神障害者等の生活向上、社会参 

加、社会的自立を支援するために、精神障害者通所作業所の運営を主として、 

障害者と健常者の理解を深めるための相談や啓発事業、また、障害福祉サービ 

ス事業などを行い、心に問題を抱える人たちが、地域で自分らしく暮らしてい 

ける、健全な社会の実現を図ることによって、障害者福祉に寄与することを目 

的として、障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス事業など７事業を行っ 

ている。 

(ｳ)  運営施設：ワーク＆ショップ＜はらっぱ＞ 

(ｴ)  補助対象事業所の種類：就労継続支援（Ｂ型）事業所（障害者総合支援法 

  に基づく指定障害福祉サービス） 

    イ 財政援助等の内容 

渋谷区精神障害者支援事業運営費等補助金       11,634,420円 

   ウ 監査の結果 

補助金に係る出納その他の事務の執行については、おおむね適正に処理されて 

いた。 
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以下に、⑽、⑾に関する所管部である福祉部に対する随時監査について意見

を述べる。この事業は、平成３１年度に健康推進部地域保健課から事務移管さ

れたものである。その際、要綱の見直しが十分になされておらず、規定が整理

されていなかった部分があったので、改正するよう指導した。 

 

⑿   社会福祉法人あすみ福祉会 

ア  事業の概要 

(ｱ)  （登記簿上の）主たる事務所：埼玉県入間市 

法人本部事務局：東京都新宿区 

    (ｲ) 法人の目的：多様な福祉サービスがその利用者の意向を尊重して総合的に

提供されるよう創意工夫することにより、利用者が、個人の尊厳を保持しつ

つ、心身ともに健やかに育成されるよう支援することを目的として、次の第

二種社会福祉事業を行っている。 

      （保育所の経営／地域子育て支援拠点事業の経営／一時預かり事業の経営） 

(ｳ) 運営施設：保育事業等としては、１６園（認可保育所１５園・保育所型認 

                定こども園１園）を運営している。 

(ｴ)  補助対象事業所の名称：茶々だいかんやま保育園（認可保育所） 

    イ   財政援助等の内容 

渋谷区保育所ＩＣＴ化推進事業補助金                     1,000,000円 

     賃貸物件による保育所内装改修費等補助金（区長決裁）    290,812,000円 

うち、国負担額  42,000,000円 

                                           都負担額  202,643,000円 

                                           区負担額  46,169,000円 

ウ 監査の結果 

補助金に係る出納その他の事務の執行については、おおむね適正に処理されて 

いた。 

 

⒀  株式会社ウィッシュ 

株式会社ポピンズ（一部園を令和３年４月株式会社ウィッシュから吸収分割により承継） 

    以下の記載は、事業譲渡前の㈱ウィッシュの資料、データに基づく。 

ア  事業の概要 

(ｱ)  本社：東京都渋谷区（㈱ウィッシュ）・・・東京都渋谷区（㈱ポピンズ） 

(ｲ)  法人の目的：ベビーシッターの養成、ベビーシッターの業務の請負、保育施 

設の企画運営など８事業を運営している。（令和2年度 ㈱ウィッシュ） 
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(ｳ)  補助対象事業所の種類：認証保育所  

(ｴ)  補助対象事業所の名称： 

・ ピュア恵比寿（㈱ウィッシュ） 

・ ピュア代々木上原（㈱ポピンズ。令和３年４月１日よりポピンズナーサリ 

ースクール代々木上原駅前） 

・ ピュア代々木（㈱ポピンズ。令和３年４月１日よりポピンズナーサリース  

クール代々木） 

イ 財政援助等の内容 

(ｱ) 渋谷区認証保育所運営補助金 

（ピュア恵比寿：22,318,260円、ピュア代々木上原：43,140,290円、ピュ

ア代々木：53,061,370円） 

(ｲ) 渋谷区保育力強化事業補助金 

（ピュア恵比寿：723,000円、ピュア代々木上原：200,000円、ピュア代々

木：1,290,000円） 

(ｳ) 渋谷区保育従事職員宿舎借上げ支援事業補助金 

（ピュア恵比寿：2,034,000円、ピュア代々木上原：3,586,000円、ピュア

代々木：5,088,000円） 

(ｴ) 渋谷区保育士等キャリアアップ補助金 

          （ピュア恵比寿：4,250,000円、ピュア代々木上原：4,557,000円、ピュア

代々木：6,002,000円） 

(ｵ) 渋谷区保育所等における児童の安全対策強化事業補助金 

（ピュア恵比寿：508,000円、ピュア代々木上原：364,000円、ピュア代々

木：487,000円） 

      (ｶ)  新型コロナウイルス感染症対応のための保育施設等の臨時休園等に係る利 

用者負担額軽減費用補助金 

（ピュア恵比寿：682,650円、ピュア代々木上原：1,959,630円、ピュア 

代々木：2,676,010円） 

   ウ 監査の結果 

     補助金に係る出納その他の事務の執行については、おおむね適正に処理されて 

いた。ただし、次の点について、意見を述べる。まず、渋谷区保育士等キャリア 

アップ補助金について、賃金台帳の賃金額と申請書類に記載された賃金額が大き 

く乖離していた職員がいたので訂正するよう指導した（ピュア恵比寿）。次に、

新型コロナウイルス感染症対応のための保育施設等の臨時休園等に係る補助金に

ついては、申請書に記された登園日数と園児の登園簿の登園日数が一致しなかっ
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た月があった。私的理由で欠席した日は登園日に含めているためとのことであっ

たので、今後は、園児の休暇が登園自粛によるものなのか、わかるように何らか

の工夫を検討するよう指導した。 

 

⒁  株式会社 Edulead 

ア  事業の概要 

(ｱ)  本店：東京都港区 

(ｲ)  法人の目的：企業内保育及び院内保育運営事業、認可保育事業の運営、保育

所の運営、企業主導型保育事業の運営及び運営受託など２０事業を営むことを

目的としている。 

(ｳ)  運営施設：保育園事業については、東京都に７園、埼玉県に３園、神奈川県

に２園の合計１２園を運営し、うち、渋谷区内には、未来のピース保育園と未

来のカプセル原宿保育園とがある。 

    (ｴ)  補助対象事業所：未来のカプセル原宿保育園（認可保育園） 

   イ 財政援助等の内容 

     渋谷区賃借物件による保育施設の設置運営に係る賃借料等補助金 

22,500,000円 

渋谷区保育所ＩＣＴ化推進事業補助金               1,000,000円 

賃借物件による保育所内装改修費等補助金（区長決裁）      104,831,000円 

渋谷区民間保育所等学校１１０番設置事業費補助金              299,970円 

   ウ 監査の結果 

     補助金に係る出納その他の事務の執行については、おおむね適正に処理されて 

いた。 

      

⒂ 社会福祉法人遍照会 

ア 事業の概要 

(ｱ)  本部：岡山県倉敷市 

(ｲ) 法人の目的：多様な福祉サービスがその利用者の意向を尊重して総合的に 

提供できるよう創意工夫することにより、利用者が、個人の尊厳を保持しつ 

つ、心身ともに健やかに育成されるよう支援することを目的として、次の第 

二種社会福祉事業を行っている。 

    （保育所の経営／一時預かり事業の経営／障害児通所支援事業の経営／小 

   規模保育事業の経営） 

       (ｳ) 運営施設：保育園等事業については、岡山県にこども園１園、小規模保育 
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      園２園、東京都に保育園２園、埼玉県に保育園２園を運営し、うち、渋谷区 

内には、遍照広尾保育園がある。 

(ｴ) 補助対象事業所の名称：遍照広尾保育園（認可保育園） 

    イ 財政援助等の内容 

渋谷区保育従事職員宿舎借上げ支援事業補助金           12,606,000円 

          渋谷区賃貸物件による保育施設の設置運営に係る賃借料等補助金 

 50,564,000円 

渋谷区保育所等における児童の安全対策強化事業補助金    1,000,000円 

    ウ 監査の結果 

      補助金に係る出納その他の事務の執行については、おおむね適正に処理され 

ていた。ただし、渋谷区保育所等における児童の安全対策強化事業補助金につ 

いて、消毒作業の専門業者に委託したが、緊急であったため、委託契約書は特 

に作成しておらず、区へは請求書及び振込確認書のみ提出していたので、今後 

は、履行の事実を証明する写真も提出するよう指導した。 

 

⒃  特定非営利活動法人ワーカーズコープ 

 ア 事業の概要 

(ｱ)  主たる事業所：東京都豊島区 

(ｲ)  法人の目的：地域の中で人々が生活するために必要としている仕事を協同

でおこし、又はその活動を支援し、協同の息吹溢れる新しいコミュニティを

創造することで、豊かで活力のある社会の実現に寄与することを目的として、

保健、医療又は福祉の増進を図る活動、子どもの健全教育を図る活動、保

育・学童保育・子育て支援（利用者支援事業）・一時預かり、児童の安全確

認等に関係する事業など、３１事業を運営している。 

(ｳ) 補助対象事業所：笹幡保育園、西原ほほえみ保育園 

    イ 財政援助等の内容 

      渋谷区保育サービス推進事業補助金 

（笹幡保育園：2,370,000円、西原ほほえみ保育園：733,000円） 

渋谷区保育士等キャリアアップ補助金           

（笹幡保育園：3,000,000円、西原ほほえみ保育園：3,000,000円） 

渋谷区賃貸物件による保育施設の設置運営に係る賃借料等補助金 

（西原ほほえみ保育園：41,281,000円） 

渋谷区保育所等における児童の安全対策強化事業補助金 

（笹幡保育園：227,000円、西原ほほえみ保育園：994,000円） 
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          渋谷区保育所ＩＣＴ化推進事業補助金 

（笹幡保育園：176,000円、西原ほほえみ保育園：273,000円） 

   ウ 監査の結果 

補助金に係る出納その他の事務の執行については、おおむね適正に処理されて 

いた。 

 

⒄ ぬくもりのおうち保育株式会社 

ア 事業の概要 

    (ｱ) 本社：大阪府淀川区 

   (ｲ) 法人の目的：保育事業及び保育に関する調査研究事業、保育所・託児所の経

営に関するコンサルティング業務など１０事業を行っている。 

(ｳ) 運営事業所：保育事業については、東京都に８園、神奈川県に２園、埼玉

県に４園、静岡県に５園、大阪府に２４園、兵庫県に２園、滋賀県に１園の

合計４６園を運営し、うち、渋谷区内には、ぬくもりのおうち保育 神宮園

がある。 

(ｴ) 補助対象事業所の名称：ぬくもりのおうち保育 神宮園（小規模保育園） 

イ 財政援助等の内容 

      賃貸物件による保育所内装改修費等補助金（区長決裁） 

（ぬくもりのおうち保育 神宮園）           29,299,564円 

      渋谷区民間保育所等学校１１０番設置事業費補助              297,000円 

         渋谷区保育所等における児童の安全対策強化事業補助金         984,000円 

      渋谷区保育従事職員宿舎借上げ支援事業補助金              1,969,000円 

      渋谷区保育士等キャリアアップ補助金                   922,000円 

        渋谷区保育サービス推進事業補助金                    128,000円 

ウ 監査の結果 

     補助金に係る出納その他の事務の執行については、おおむね適正に処理されて 

いた。 

 

⒅  特定非営利活動法人東大駒場保育の会 

ア 事業の概要 

(ｱ)  主たる事務所：東京都目黒区 

(ｲ)  法人の目的：地域住民を対象に、その乳幼児の保育及び育児相談等、子育て

支援に関する事業を行い、もって地域における福祉増進と男女共同参画社会の

形成促進に寄与することを目的として、東大駒場地区保育所の設置・運営、公
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開保育・育児相談などによる子育て支援、子育てに関する講座やイベントなど

の企画運営、その他目的を達成するために必要な事業を行っている。 

(ｳ)   運営施設及び補助対象事業所：東大駒場地区保育所（認証保育所） 

   イ 財政援助団体等の内容 

渋谷区認証保育所運営費等補助金                                              18,097,300円 

新型コロナウイルス感染症対応のための保育施設等臨時休園等に係る利用者 

負担額軽減費用補助金                                     2,202,000円 

   ウ 監査の結果 

     補助金に係る出納その他の事務の執行については、おおむね適正に処理されて 

いた。ただし、新型コロナウイルス感染症対応のための保育施設等臨時休園等に

係る利用者負担額軽減費用補助金について、申請書の登園日数より実際の登園日

数が多い児童がいたことにより、補助金が過払いされていたので、速やかに返還

手続を行うよう指導し、その後、返納されていることを確認した。 

   

   ⒆ 株式会社 global child care 

     ア  事業の概要 

    (ｱ)  本社：東京都墨田区 

(ｲ)  法人の目的：託児所・保育所の経営、介護保険法による指定居宅介護支援 

事業、介護保険法に基づく地域密着型サービス事業、障害者総合支援法に基 

づく障害福祉サービス事業など２８事業を営むことを目的としている。 

(ｳ)    運営施設：保育事業については、東京都に２３園、千葉県に３９園、神奈川 

県に２園、大阪府に１３園の合計７７園を運営し、うち、渋谷区には、あい・ 

あい保育園・初台本町園がある。 

(ｴ)   補助対象事業所：あい・あい保育園・初台本町園（認可保育所） 

    イ 財政援助等の内容 

  渋谷区保育従事職員宿舎借上げ支援事業補助金                 4,539,000円 

渋谷区保育士等キャリアアップ補助金              5,151,000円 

 渋谷区賃借物件による保育施設の設置運営に係る賃借料等補助金 

                              5,918,000円 

 渋谷区保育所等における児童の安全対策強化事業補助金         361,000円 

   ウ 監査の結果 

補助金に係る出納その他の事務の執行については、おおむね適正に処理されて 

いた。 

 

⒇ 社会福祉法人恩賜財団母子愛育会 

   ア 事業の概要 
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(ｱ)   主たる事務所：東京都港区 

(ｲ) 法人の目的：福祉サービスを必要とする者が、心身ともに健やかに育成さ

れ、又は社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会を与え

られるとともに、その環境、年齢及び心身の状況に応じ、地域において必要

な福祉サービスを総合的に提供されるように援助することを目的として、第

二種社会福祉事業である愛育研究所、総合母子保健センター、愛育幼稚園の

経営、母子愛育地域組織（愛育班）の普及育成及び強化指導、愛育事業関係

者の養成訓練、保健・医療・福祉分野における総合的調査研究、保育施設

（ナーサリールーム）の経営を行っている。 

     (ｳ)   運営施設及び補助対象事業所：ナーサリールーム（管外認証保育所） 

   イ 財政援助等の内容 

渋谷区認証保育所運営費等補助金                 12,994,000円 

新型コロナウイルス感染症対応のための保育施設等の臨時休園等に係る利用 

    者負担額軽減費用補助金                                     855,400円                

      ウ 監査の結果 

      補助金に係る出納その他の事務の執行については、おおむね適正に処理されて 

いた。 

 

  (21) 学校法人三幸学園 

   ア 事業の内容 

(ｱ)  主たる事業所：東京都文京区 

(ｲ)  法人の目的：教育基本法及び学校教育法に従い学校教育を行い、社会に有 

益な人材を育成することを目的として、多くの大学、短期大学、高等学校、 

支援学校、専門学校を運営し、同時に、教育研究事業に付随する事業として、 

多くの保育所を設置する。また、収益事業として、児童福祉事業（東京都認 

証保育所事業・スポーツ教育コミュニティ事業）等を運営している。 

(ｳ)  運営施設：保育等事業としては、保育園２２園、認証保育所１６所を運営 

している。 

(ｴ)  補助対象事業所の名称：ぽけっとランド信濃町（所在地：東京都新宿区） 

ぽけっとランド中野坂上（所在地：東京都中野区） 

いずれも、管外認証保育所 

   イ 財政援助等の内容 

渋谷区認証保育所運営費等補助金 

（ぽけっとランド信濃町：3,274,560円、ぽけっとランド中野坂上： 
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6,888,140円） 

新型コロナウイルス感染症対応のための保育施設等の臨時休園等に係る利用 

者負担額軽減費用補助金 

        （ぽけっとランド信濃町：713,280円、ぽけっとランド中野坂上：635,920 

円） 

ウ 監査の結果 

補助金に係る出納その他の事務の執行については、おおむね適正に処理されて 

いた。 

 

  (22)  株式会社みんなの保育園 

   ア 事業の概要 

(ｱ) 本社：東京都板橋区 

(ｲ) 法人の目的：保育園及び託児所の経営、保育園等の企画・運営コンサルタン 

ト、幼児カルチャー事業など、８事業を営むことを目的としている。 

(ｳ)  運営施設：保育園事業については、東京都に８園、千葉県に１園の合計９園

を運営し、うち、渋谷区内には、シエル小規模保育園・恵比寿がある。 

(ｴ)  補助対象事業所：シエル小規模保育園・恵比寿（小規模保育施設） 

   イ 財政援助等の内容 

渋谷区保育サービス推進事業補助金              262,000円 

渋谷区保育従事職員宿舎借上げ支援事業補助金        5,015,000円 

渋谷区保育士等キャリアアップ補助金            4,115,000円 

渋谷区保育所等における児童の安全対策強化事業補助金     699,000円 

   ウ 監査の結果 

補助金に係る出納その他の事務の執行については、おおむね適正に処理されて 

いた。 

 

      以下に、⑿～(22)に関する所管部である子ども家庭部に対する随時監査につい 

て意見を述べる。まず、渋谷区認証保育所運営費等補助金について、賃借料加算 

を受けている団体で、賃貸借契約書等の証拠書類を添付すべきところ添付されて 

いないものが少なからず見受けられた。また、年齢別一覧には、渋谷区内在住者 

を記入すべきところ、渋谷区外の者の人数が記載されているものがあった。いず 

れも、今後は、要綱にのっとり、適正に処理するよう指導した。次に、賃借物件 

による保育所内装改修費等補助金については、補助要綱によらず、区長決裁によ 

り補助金を交付している。このような場合には、支出負担行為として事業実施原 
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議の決裁文書がなければならないことになっている。支出負担行為に係る決裁文 

書はあったものの、これに添付されていた証拠書類は、保育園設置の必要性がわ 

かるものではなかったので、今後は、明確な根拠のわかるものを証拠書類とすべ 

きであると指導した。 

 

(23) 渋谷区私立幼稚園連合会 

  ア 事業の概要 

加盟幼稚園相互の提携協力によって、私立幼稚園の自主性と公共性を発揮し、

幼児教育の振興を図ることを目的として、次に掲げる事業を行っている。 

（幼児教育に関する調査研究／私立幼稚園の管理運営に関する調査研究／ 

     私立幼稚園の充実振興のための渉外活動／私立幼稚園教職員の資質向上及び 

     福利厚生／預かり保育補助員配置事業／園児の健康管理に関する事業／渋谷 

     区私立幼稚園連合母の会活動への協力 など） 

イ 財政援助等の内容 

渋谷区私立幼稚園預かり保育補助員配置事業補助金      15,429,250円 

ウ 監査の結果 

補助金に係る出納その他の事務の執行については、おおむね適正に処理されて 

いた。ただし、まず、本補助金は、いわゆる「間接補助」といわれるものであり、

連合会は、交付を受けた補助金を「終局の受領者」である１５園に分配（経由）

するだけということで渋谷区私立幼稚園連合会の決算書の「収入の部」及び「支

出の部」に本補助金についての記載がなかったが、総額主義の観点からは記載が

必要であるので、今後は記載するよう指導した。次に、預かり保育実施日数の定

義が定まっていないため、区と記載方法について整理するよう指導した。また、

交付要綱において提出することになっている預かり保育事業実施報告書の一部が

提出されていなかったので、今後は提出するよう注意した。 

 

(24) 株式会社東急コミュニティー 

   ア 事業の概要 

(ｱ) マンションライフサポート事業として、①マンション管理、②公営住宅管理

運営、③生活支援サービス、④コミュニティー形成支援 

(ｲ) ビルマネジメント事業として、①ビル管理、②公共施設管理運営、③プロパ

ティマネジメント、④施設運営、⑤プラネタリウム運営 

(ｳ) リフォーム事業として、①大規模改修事業、②設備改修工事 

    イ 財政援助等の内容 
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    (ｱ) 公の施設の指定管理者 

・ 指定管理施設 
区営住宅 

（552 戸） 

ピアハウス東 

（20 戸） 

二軒家住宅 

（23 戸） 

代々木三丁目住宅 

（75 戸） 

恵比寿三丁目住宅（エイ

チ・ウエイサイドエビス）

（20 戸） 

幡ヶ谷原町住宅 

（37 戸） 

笹塚一丁目住宅 

（51 戸） 

ライフピア西原 

（73 戸） 

幡ヶ谷二丁目住宅 

（38 戸） 

アクティブ住宅新橋 

（27 戸） 

代官山アドレス 

（14 戸） 

恵比寿西二丁目住宅 

（54 戸） 

幡ヶ谷三丁目住宅（メゾン

幡ヶ谷）（12 戸） 

西原一丁目住宅 

（11 戸） 

代々木西参道住宅（ハイツ

橡尾）（17 戸） 

西原二丁目住宅 

（38 戸） 

笹塚三丁目住宅 

（42 戸） 

  

借上げ等高齢

者住宅(29 戸) 

やまぎしクオリティ 

（7 戸） 

ウィンベル平野 

（12 戸） 

ライフピア西原 

（10 戸） 

区民住宅 

(29 戸) 

ファミリエ神宮前 

（10 戸） 

代官山アドレス 

（19 戸） 

 

福祉人材住宅 

(22 戸) 

ライフピア西原 

（22 戸） 
  

・ 指定管理期間：令和 2年 4月 1日から令和 7年 3月 31日まで（5年間） 

・ 指定管理料：142,516,000円 

  (ｲ) 区の補助金 

     指定管理事業施設運営支援金（区長決裁）     146,210,000円 

  ウ 監査の結果 

公の施設の管理運営は、目的に沿って、適切に行われていた。ただし、次の点に

ついて、意見を述べる。まず、基本協定書により、毎年度区が指定する期日までに、

管理業務の収支予算書等を提出することになっているが、提出されていなかった。

今後は、協定書にのっとり、適正に処理するよう指導した。また、業務の再委託は、

区の事前承認が必要であるが、区への一部再委託の申請書は令和２年１０月７日付

けで提出されていたので、今後は、協定書にのっとり、区の事前承認を得るよう指

導した。次に、収支報告書が作成されていなかった。月次の売上げ及び費用を収支

報告として区に提示しているが、会計年度で作成した報告書はなかった。指定管理

業務に直接紐づく費用（専従者人件費、修繕費、物品購入費等）については、事業

者の会計システムより渋谷区指定管理業を取り扱うための事業コードで抽出が可能

であるが、その他は把握できなかった。間接費については、配賦基準を定めて配賦

し、直接費とあわせて収支報告書を作成するよう指導した。 

  なお、管理業務経費のうち概算払分については精算が行われており、確定払分に

ついても、一部実施のない保守費等については、該当額の返還が行われているため、

渋谷区が収支の把握をしていないわけではない。さらに、会計処理については、基

本協定書の規定に反し、「他の経理から区分」もされていないし、独立した「帳簿等」
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も整備されていなかった。これらの点については、改めて、総括意見において、監

査委員としての、意見を述べる。 

                 

 ３ 総括意見 

今年度の監査対象全般については、違法又は不当な支出は見受けられず、おおむね

適正に執行されていた。ただし、一部の監査実施団体及びその所管部については、次

のとおり意見を述べる。  

第１に、昨年度の監査においても述べていることであるが、今年度も同様の意見を

述べざるを得ない。 

 財政援助団体に対する財政援助団体等監査においては、補助金等の交付事務につい

て、依然として実績報告書の誤りが見受けられただけではなく、提出期限までに財政

援助団体から実績報告書が提出されていない、財政援助団体から適切に実績報告書が

提出されているにもかかわらず、所管課において収受・供覧手続が適切に行われてい

ないなどの事例が散見された。地方自治法第２３２条の２の規定により、補助金等の

交付には「公益性」が必要である。ルーティンワークのごとく予算を執行するだけで

はなく、絶えず補助金等の必要性、金額の妥当性、施策の有効性について検証、事業

評価を行う必要がある。その前提として、実績についての精査は不可欠である。 

また、公の施設の指定管理者に対する監査においては、所管部が指定管理者との間

で締結した基本協定、年度協定の内容について確認不足のため、団体に提出義務のあ

る書類が提出されていないことにも気付けず、適切な指導監督ができていないのでは

ないか、と感じざるを得ないところもあった。一般的な施設の管理運営委託事業にお

いても同様の傾向が見受けられるが、公の施設の指定管理者においても、公の施設の

管理運営を他の団体に任せ、区職員が事業の現場から離れてくると、区職員には現場

のことが分からなくなってしまいがちである。だからこそ、提出義務のある書類を確

実に提出させ、当該提出物の内容にはきちんと目を通し、少しでも深く理解できるよ

う努め、運営団体とコミュニケーションを密にし、適切に指導監督していくことが必

要である。 

毎年度のように同様の事例が散見しているので、区として、地方自治法等の一部を

改正する法律（平成２９年法律第５４号）により規定された内部統制制度の導入を検

討されたい。令和３年９月公表の特別区監査委員協議会の調査によると、令和２年度

において、上記規定による内部統制制度を導入済みの特別区は、港区、文京区、台東

区、北区、大田区、杉並区、板橋区、墨田区、足立区と２３区中９区である。 

 第２に、公の施設の指定管理者に係る会計処理についてである。 

公の施設の指定管理者とは、地方自治法第２４４条の２第３項に規定する「法人そ
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の他の団体であって当該普通地方公共団体が指定するもの」をいう。「個人」は除か

れ、「法人」と「その他の団体」が対象となる。 

現在、本区において指定管理者が運営する公の施設は、社会福祉法人会計基準が適

用になる社会福祉法人により運営されている施設と企業会計基準が適用になる企業

（現在のところ、株式会社のみ）により運営されている施設とがある。いずれも指定

管理者は、複式簿記を採用している。前者については、単独の社会福祉法人により運

営されているが、後者については、単独の株式会社により運営されている施設と複数

の株式会社により構成されるいわゆる「共同事業体方式」により運営されている施設

とがある。少なくとも、指定管理者の運営する公の施設が、単独の「法人」又は複数

の構成団体（「法人」）により運営されている場合は、基本的には、複式簿記を採用し、

本区の場合のように、公の施設が社会福祉法人会計基準を適用する法人又は企業会計

基準を適用する法人のみで運営されている場合は、当該適用している会計基準による

財務諸表（決算書）を作成すべきものと考える。 

公の施設の指定管理を行う場合の会計処理については、指定管理者部分に係る経理

を指定管理者の「他の経理から区分」し、独立した「会計帳簿」等を整備することが

求められる。今回の財政援助団体等監査においては、渋谷公会堂プロジェクトチーム

における会計処理について、協定書にその記載がなかったので、記載されたい。 

本区において、福祉部が所管する公の施設の指定管理者のうち、社会福祉法人会計

基準が適用されている単独の社会福祉法人により運営されている公の施設については、

基本的に、複式簿記を採用し、指定管理を行う施設を一つの拠点区分とする財務諸表

が作成されていれば、特に、会計処理上の問題は見受けられない。 

しかし、企業会計基準が適用されている株式会社については、指定管理者部分に係

る経理を指定管理者の「他の経理から区分」し、独立した「会計帳簿」等を整備する

ことが求められるので、原則として、指定管理者部分に係る貸借対照表、損益計算書

等が必要であると考える。株式会社内において、施設ごとの収支又は損益を適正に部

門別に管理ができているのであれば、単式簿記による収支計算書を作成する必要はな

いと考える。あえて所管部が必要と認めるならば、区と指定管理者との協議により決

定すべきである。 

いずれにしても、今後、公の施設の指定管理者が増えていくものと想定されるが、

会計処理の方針が統一されていないので、区として、指定管理者についての統一した 

会計処理の方針を整備するとともに、専門家の助言を得るなどして、職員の会計に関

する知識の習得についても検討されたい。 

第３に、補助金等交付事業のあり方についてである。 

 まず、そもそも補助金等の交付は、原則として、「公募制」によるべきであり、特
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定の団体に対して補助金等を交付することは、例えば、①法令等により補助対象が特

定されている、②他の制度により補助金等の交付を受けていることが前提となってい

る補助金等（いわゆる上乗せ補助金）である、③当該補助事業を行っているか、又は

当該補助目的を達成し得る団体が限定されているなど、極めて例外的な場合にのみ認

められるべきものである。公募制である以上、ホームページなどにより交付要綱又は

その要旨の公表が行われていることが望ましい。また、公募制がなじまないものであ

る場合は、起案文書にその理由を記載し、決裁を受けるとともに、公募制に対する例

外であるので、そのような事例については、情報を集約し、公表することが望ましい

と考える。 

 次に、補助金等の交付については、区が直接に事業を実施する主体に対して補助金

等を交付する「直接補助」が原則である。この例外として、「間接補助」という手法

がある。「間接補助」とは、区が、ある連合組織に対して補助金等を交付し、当該連

合組織が、終局の受領者であるその構成員や下部組織に補助金等を分配し、申請や実

績報告なども当該連合組織が取りまとめているような場合をいう。区の目が及ぶのは、

区から直接に補助金等の交付を受けた団体までであるので、事務量などを理由として

致し方ない場合において、あらかじめ交付先に対して構成員や下部組織に対する分配

基準や審査基準を明確にした委託をすべきものと考える。 

 これと同様に区の目が及びにくくなるものとして、いわゆる「実行委員会方式」に

よる事業遂行がある。この場合のいわゆる「実行委員会方式」とは、直接事業を実施

しない団体に対して補助金等を交付し、当該団体がさらに別の個人や団体に対して委

託して事業を実施する場合をいうものとする。シブヤ・アロープロジェクト実行委員

会に対する負担金交付事業においては、実行委員会の補助金に対する管理能力を補う

ため、所管部が事務局を担っているが、実行委員会は直接事業を実施するものではな

いので、区の目が及びにくくなるという点では、「間接補助」と類似する側面があり、

施策実現のため真にやむを得ない場合にのみ認められるものと考えるべきである。 

いずれも、制度自体は、何ら違法なものではないが、区の目が及びにくいという側

面もあるので、所管部においては、会計経理手続について、厳格に注視していく必要

があると考える。 

 

第３ 措置状況の通知 

本監査の結果に基づき、又は本監査の結果を参考として措置を講じたときは、地方

自治法第１９９条第１４項の規定に基づき、その旨を通知されたい。 


